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1．背景・目的 

 現在、戦災や災害の被害から復興するために、震災

の影響を受けた東北を初め、世界各地で現在も復興計

画が進んでいる。これまでの復興計画では、国が立案

した計画を県や市がそのまま請け負い実施するトップ

ダウン計画で行われてきた。しかし、トップダウン計

画は、経済優先の発想で被災者にあまり目が向けられ

にくい、十分に内容が検討できない場合がある、被災

者の意見を考慮していない場合がある等の問題点があ

る。そこで近年では、市民の意見や考えを計画に盛り

込むボトムアップ計画が注目されている。 

 長崎は、原爆により世界的に視ても大きな被害を受

けた都市である。しかし、現在は復興により異国文化

と融合し、歴史的背景も感じることのできる魅力溢れ

る都市に復興・発展している。また、長崎の戦災復興

では市民からの意見が多く出されており、これらの間

にどのような関係性があるのかを明らかにすることは、

今後ボトムアップ計画を行う上で有力な知見を得るこ

とができると考えられる。 

石丸らの研究 1)では市民からの復興構想案の内容把

握等は行われているが、長崎との復興計画との関係は

明らかにされていない。そこで、本研究では長崎の戦

災復興に対する市民意見と復興計画、それに基づいて

行われた実際の事業内容との関係について分析・考察

を行っていく。 

2．研究対象 

2-1対象とする時期 

 本研究は、1945(昭和 20)年の原子爆弾投下後から

1949(昭和 49)年に長崎国際文化都市建設法が施行され

るまでの 4 年間に着目する。長崎では、この 4 年間の

間に 17 もの市民からの復興構想案が発表されており、

市民からの意見が多く出された時期である。また、県

や市も復興構想案を試行錯誤している時期であった。 

2-2対象 

(1) 長崎の戦災復興計画 

 長崎の戦災復興計画の施行範囲は図 1 の枠線で囲ま

れた部分で、施行範囲面積は約 430.9ha で総事業費は

約 16 億円である。主な計画内容としては、基幹公園の

開設や、都市基盤整備、文化施設・公共施設の整備事

業などである。また、実際に行われた事業内容も対象

とする。 

 

図 1．長崎の戦災復興計画の施行範囲 

(2) 市民からの復興構想案 

 長崎では、前節でも述べたように、原子爆弾投下後

から 4 年間で 17 の市民からの復興構想案(表 1)が発表

されている。これらの復興構想案は、当時の長崎新聞

及び、長崎日日新聞において掲載されており、それら

の記事を読み解き分析を行う。 

表 1．市民からの復興構想案年表 

西暦 元号 月日 市民からの復興構想案 提案主体
1945 昭和20 9.1 「大長崎市の復興へ」が発表 長崎県商工経済会

9.8 「明るい国際都建設」が発表 長崎県土木課長　今泉佳三郎

9.14 「長崎再建の構想」が発表 長崎工業経専教授　経済学博士　伊藤久秋

9.25～27 「新長崎再建の道」が発表 西岡竹次郎

10.7 「民間人の描く構想」が発表 長崎復興会社

10.9 「光は海上より」が発表 臼杵春水

10.14 医師・中村強雄による復興構想が発表 医師　中村強雄

1946 昭和21 8.13 「文化都市の建設への構想」が発表 文化都市懇談会

8.19 「大長崎市復興」が発表 長崎経専校長　大畑文七

8.22 「小規模長崎が良い」が発表 橋本商会社長　橋本行正

10.27 「水産都市長崎」が発表 長崎水産学校校長　吉川吉男

11.13 「都市の復興」が発表 長崎県計画課長　矢内保夫

11.18～29 「新興長崎の構想」が発表 鹿村出羽

1948 昭和23 6.17～19 「長崎復興と都市美」が発表 元長崎県土木部長　今泉佳三郎

8.20 「不燃都市の建設」が発表 医師　中村強雄

1949 昭和24 「国際平和文化都市長崎」が発表 医学博士　永井隆

「長崎国際文化都市の夢」が発表 長崎経専教授　伊藤勇太郎

6.27 「市民は文化都市に何を望む」が発表 市民

5.23

 



 

 

 

 

 

 

 

図 2．新聞記事の例(1945年 10 月 7日、長崎新聞) 

3．研究手法 

 本研究は、まず長崎における戦災復興計画、実際に

行われた事業内容、市民からの復興構想案について、

国立公文書館や長崎県立図書館などに所蔵されている

一次資料や当時の新聞資料などを基に分析、考察を行

う。その後、それらの共通点や相違点などを抽出し市

民意見が復興に対してどのように反映されているのか

を読み解き、これらの関係性を明らかにしていく。 

4．長崎の戦災復興計画 

4-1 戦災復興の流れ 

 1945(昭和 20)年 8 月 15日、第 2 次世界大戦は終戦を

迎え、同年同月 22日に長崎県は復興を迅速に行うため

に県緊急本部が設置された。また、10月 4 日には長崎

市復興委員会、11月 5 日には政府に戦災復興院が設置

され、復興の準備が着々と進められた。政府は、全国

すべての被災地の復興に一斉に取り掛かることは困難

と判断したため、11 月 12 日には戦災復興施策対象都

市として長崎を含む 115都市が閣議決定された。12月

30 日には戦災地復興計画基本方針が閣議決定され、こ

れに基づき各都市の復興は進められた。 

表 2．戦災復興年表 

西暦 元号 月日 変遷
1945 昭和20 8.9 午前11時2分、長崎市に原爆投下

10.4 長崎市復興委員会を開設
11.5 政府に戦災復興院が設置される

1946 昭和21 9.11 特別都市計画法制定
長崎市の戦災復興計画決定、告示

12.4 長崎市の戦災復興計画事業認可、施行
1949 昭和24

8.9 長崎国際文化都市建設法が公布

7.3

住民投票対策本部(本部長、大橋市長)、
長崎国際文化都市建設法住民投票の主
旨徹底のため、市民運動場で市民大会を
開催

7.7
長崎国際文化都市建設法につき、賛否を
市民に問う住民投票を実施、賛成多数

11.12
閣議、戦災復興施策対象都市として長崎
市など115都市を決定

12.30
戦災地復興計画基本方針が閣議決定され
る

9.30 従来の都市計画道路は廃止され、新たに
２４路線が決定

8.22
長崎県、長崎市の復興に全力を注ぐため、
県緊急本部を設置

5.11
第5国会で長崎国際文化都市建設法を可
決

6.24
戦災復興都市計画の再検討に関する基本
方針が閣議決定される

 

長崎の戦災復興計画は、土地整理による街路の整備、

公園緑地等の適正配置が緊急を要し、1946(昭和 21)年

9 月、都市計画土地区画整理区域が決定した。また、

同年 12月に土地区画整理区域が追加され、区画整理事

業が五カ年継続事業として開始された。また、復興都

市計画事業に伴い従前の都市計画街路は廃止され新た

な計画街路が決定した。その後、1949(昭和 49)年 5 月

11日に国会で長崎国際文化都市建設法が可決され、同

年 7 月 7 日には国際文化都市建設法の賛否を問う住民

投票を経て、被爆 4 周年である同年 8 月 9 日に正式に

公布された。長崎国際文化都市建設事業は現在も続い

ており、国際文化都市として発展し続けている。 

4-2 長崎国際文化都市建設法に伴う住民投票 

 長崎国際文化都市建設法が国会で可決された同時期

に、広島平和記念都市建設法という特別都市建設法が

可決され、国際文化都市建設法と同じ日に住民投票が

行われた。また、同年 6 月に戦災復興都市計画の再検

討に関する基本方針が閣議決定されて以降、他の戦災

都市への特別都市建設法も制定され、それぞれ住民投

票が行われた。これらの住民投票の結果を、国立公文

書館に所蔵されている一次資料を基に作成したものが

が表 3である。 

表 3．特別都市建設法に伴う住民投票結果 

投票率(％) 賛成（％） 反対（％）
長崎国際文化都市建設法 73.5 98.6 1.4
広島平和記念都市建設法 65.0 91.9 8.1
伊東国際観光温泉文化都市建設法 55.0 64.1 35.9
横浜国際港都建設法 39.5 89.8 10.2
京都国際文化観光都市建設法 31.5 69.4 30.6
首都建設法 55.1 60.3 39.7
神戸国際港都建設法 43.3 84.4 15.6
奈良国際文化観光都市建設法 73.5 74.1 25.9
熱海国際観光温泉文化都市建設法 60.4 82.8 17.2
別府国際観光温泉文化都市建設法 79.8 74.9 25.1  

5．おわりに 

本稿では主に長崎の戦災復興計画について述べた。

今後は、復興計画についてさらに調査・整理を行い、

市民からの復興構想案もより深く読み込み、これらの

関係性の考察・分析を行っていく。最終的には、ボト

ムアップ計画への有力な知見が得られるよう取り組ん

でいく。 
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